
○幸田町家族・在宅介護手当支給要綱 

平成１２年 

第１８号 

改正 平成２０年第１５号 

平成２３年第１７号 

平成２８年第１１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、臥床状態にある高齢者及び認知症高齢者（以下「要介護者」という。）

を現に介護している家族等に手当を支給することにより、介護者の精神的、肉体的及び経済

的な負担の緩和を図ることを目的とする。 

（手当の種類） 

第２条 手当の種類は、家族介護手当及び在宅介護手当とする。 

（受給者） 

第３条 手当を受給する者は、要介護者と同一世帯にある要介護者本人以外の親族（以下「受

給者」という。）とする。 

（支給の要件） 

第４条 第２条に定める手当は、要介護者が次に掲げる要件を満たす場合に支給するものとす

る。 

（１） 町内に住所を有する満６５歳以上の者であること。 

（２） 要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平

成１１年厚生労働省令第５８号）第１条第１項に規定する要介護度（以下「要介護度」と

いう。）が３以上であり、かつ、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第２７条に規定する要介護認定（以下「要介護認定」という。）の有効期間中であ

ること。なお、前段の有効期間満了に伴う更新認定又は有効期間中の変更認定により、要

介護度が１又は２と判定された場合は、その更新認定又は変更認定をされた日から６月間

に限り、前段の要介護度の要件は、在宅介護手当について満たしているものとみなす。 

（３） 施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５及び老人福祉法（昭和３８

年法律第１３３号）第５条の３に規定する施設（以下「老人福祉施設等」という。）又は

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項（第２号及び第６号を除く。）及び

法第５章第３節に規定する施設（以下「介護保険施設等」という。））の入所者でないこ

と。ただし、３０日を超えない範囲で短期的に老人福祉施設等又は介護保険施設等に入所

する場合は、施設の入所者とみなさないことができる。 

２ 家族介護手当を受ける場合、前項の規定に加え次に掲げる要件を満たすものとする。 



（１） 要介護認定における判定が、要介護度４又は５であること。 

（２） 次条に規定する受給申請をした月（以下「申請月」という。）の属する年度におい

て、要介護者の属する世帯の世帯主及び世帯員の全てについて市町村民税が非課税又は免

除されていること。 

（３） 要介護者が、申請月前１２月間（以下「サービス利用対象期間」という。）に、法

第４０条に規定する介護給付費の支給対象となる介護サービスの利用をしていないこと。

なお、サービス利用対象期間内に利用した介護サービスが短期入所生活介護又は短期入所

療養介護のみであり、かつ、その利用日数の合計が７日以下の場合は、介護サービスの利

用はないものとみなす。 

（申請） 

第５条 前条の規定に該当する者が手当の支給を受けようとするときは、家族・在宅介護手当

受給申請書（様式第１号）により町長に申請しなければならない。 

２ 要介護認定の更新により、前の要介護認定の有効期間満了後も引き続き受給要件が継続す

ることが介護保険被保険者台帳等の公簿で確認でき、かつ、前の受給申請の記載事項に変更

がない場合は、有効期間満了による新たな受給申請は省略し、受給資格を継続させることが

できる。 

３ 家族介護手当の申請については、サービス利用対象期間が重複する期間分についての受給

申請は、できないものとする。 

（決定） 

第６条 町長は、前条の規定による家族介護手当の受給申請があったときは、添付書類及び介

護サービス給付記録等により審査の上決定し、次条第２項に定める支給月までに家族・在宅

介護手当決定・却下通知書（様式第２号）により受給者に通知する。 

２ 町長は、前条の規定による在宅介護手当の受給申請があったときは、書類等を審査の上決

定し、申請から３０日以内に様式第２号により受給者に通知する。 

（手当の支給） 

第７条 町長は、前条の規定により決定した者に対し、予算の範囲内において手当を支給する。 

２ 家族介護手当の支給内容は、次のとおりとする。 

（１） 支給の額は、サービス利用対象期間当たり１０万円とする。 

（２） 家族介護手当の申請月が１月から４月のものは７月に、５月から８月のものは１１

月に、９月から１２月のものは３月に支給する。ただし、サービス利用対象期間内の介護

サービス利用状況の確認が本文の支給月までにできない場合は、支給月を介護サービスの

利用状況の確認ができた月の直近の支給月に変更することができる。 

３ 在宅介護手当の支給内容は、次のとおりとする。 



（１） 在宅介護手当の支給対象月は、第３条及び第４条第１項に規定する要件に該当した

月から始め、要介護認定の有効期間満了月又は支給すべき理由が消滅した日の翌日の属す

る月で終わるものとする。ただし、受給申請書が受給要件に該当する日から起算して６０

日以上経過して提出された場合は、その支給申請が提出された月を支給対象開始月とする

ことができる。 

（２） 在宅介護手当の額は、月額１０，０００円とする。 

（３） 在宅介護手当は、９月及び３月にその月までの分を支払う。ただし、支給すべき事

由が消滅した場合については、支払月でない月であっても支払うことができる。 

（受給資格変更の届出） 

第８条 転居、支払口座の変更又は受給者の死亡、転出等による新たな受給権者の指定等、当

初の受給申請事項に変更が生じたときは、家族・在宅介護手当住所等変更届（様式第３号）

を町長に提出しなければならない。 

（受給資格喪失の届出） 

第９条 在宅介護手当の受給者は、第３条及び第４条の規定による受給要件に該当しなくなっ

たときは、３０日以内に在宅介護手当受給資格喪失届（様式第４号）を町長に提出しなけれ

ばならない。 

（受給資格喪失の通知） 

第１０条 町長は、受給者について第３条及び第４条の規定による受給要件が消滅したとき、

又は前条の届出を受理したときは、在宅介護手当受給資格喪失通知書（様式第５号）により

通知する。 

（未支払の手当） 

第１１条 町長は、第３条及び第４条の規定による受給要件が消滅した場合において、支払う

べき手当で支払っていないものがあるときは、当該受給者又は当該受給者が死亡した場合は、

その遺族にその未支払の手当を支払うことができる。 

（手当の不支給） 

第１２条 町長は、受給者が正当な理由がなく、この要綱に規定する事項に違反したときは、

手当を支給しないことができる。 

（不正利得の返還） 

第１３条 町長は、偽りその他不正の手段により手当の支給を受けていた者があるときは、そ

の者に既に支給した手当の全部又は一部を返還させることができる。 

（雑則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定めるものとする。 

附 則 



１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 幸田町ねたきり老人扶助費支給要綱（昭和５７年幸田町要綱第７号）の規定に基づき、平

成１２年３月分のねたきり老人扶助費の受給権を有していた要介護者を介護する受給者につ

いては、第４条第１項第２号の規定にかかわらず、平成１２年９月分までの在宅介護手当に

限り受給できるものとする。なお、前段該当者であっても要介護者が、この要綱の施行日以

降に介護保険施設等に入所（第４条第１項第３号ただし書の適用を受けない入所をいう。）

する場合は、入所をした月の翌月以降においてこの附則の適用はないものとする。 

３ 幸田町ねたきり老人扶助費支給要綱（昭和５７年幸田町要綱第７号）は、廃止する。 

附 則（平成２０年第１５号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年第１７号） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前の月を対象とする受給申請に基づく手当については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成２８年第１１号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

 


